
 

      平成 24 年 2 月 10 日 

各 位 

会 社 名 Ｒ Ｈ イ ン シ グ ノ 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 阿 部 顕 仁 

コード番号 ８ ５ １ ４ （ 札 幌 証 券 取 引 所 ）

問 合 せ 先
取締役ｶﾝﾊﾟﾆｰ本部 

北海道元気計画事業部長
山 本 敬 重 

Ｔ Ｅ Ｌ ０１１－３３０－０６６２ 

 
札幌証券取引所への「改善報告書」の提出について 

 
 
 当社は、「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」第 14 条第 3 項の規定に基

づき、「改善報告書」を、本日別添のとおり提出いたしましたのでご報告申し上げます。 
 
 
 
別添：改善報告書 

 

Ｎｅｗｓ Ｒｅｌｅａｓｅ 
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平成 24 年 2 月 10 日 

証券会員制法人札幌証券取引所 

理事長 小池 善明 殿 

ＲＨインシグノ株式会社 

代表取締役 阿部 顕仁 

 

改善報告書 

 

 当社は、平成 24 年 2 月 2 日付で札幌証券取引所の上場有価証券の発行者の会社情報の適

時開示等に関する規則第 14 条第 3 項に基づく、改善報告書を提出いたしましたが、札幌証

券取引所より当該報告書に記載した経緯及び適時開示上の問題点の認識並びに当該認識に

基づく改善措置の内容が明らかに不十分との指摘受けました。上記につきまして上場有価

証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則第 14 条第 3 項に基づき、その経緯及び

改善措置を記載した改善報告書を提出いたします。 

 

1．経緯 

 当社は、札幌証券取引所より平成 24 年 1 月 18 日付の会社情報関係事項照会書において、過

年度決算に大きな影響を与える事象及び平成 24 年 3 月期の業績に大きな影響を与える事象等に

ついて具体的且つ詳細に同年 1 月 25 日迄に回答・開示するよう書面で通知があり同年 1 月 25

日に開示を行いました。しかし、同年 1 月 25 日付で開示した内容が不十分であったことなどか

ら札幌証券取引所により改善報告書の提出を求められ、同年 2 月 2 日付で当該報告書を提出し

ましたが、以下の理由により改善報告書の再提出を求められ、本書の提出に至りました。 

  

（1）平成 23 年 12 月 28 日付で開示している「監査法人及び社内調査委員会による過年度決算

調査において指摘された事項に基づく過年度有価証券報告書、決算短信等の訂正に関するお

知らせ」について札幌証券取引所が期限を設けて各事象の詳細・追加開示を行うよう書面で

通知したが、十分な説明・追加開示を行わなかった件 

（2）平成 23 年 8 月 31 日に開示した「事業の現状、今後の展開について」に記載している内容

について、その進捗状況について開示を行わなかった件 

（3）コーポレートガバナンス報告書の内容に変更が生じており、平成 24 年 1 月 11 日に札幌証

券取引所から提出するように指導があったにも関わらず、提出をしていない件 

 

2．原因 

（1）については、開示について代表取締役が一人で担当しており、チェック機能が働かず、開

示内容が充足されているものと判断していたことによるものであります。 

（2）については、会社情報関係事項照会書に記載しているものを見落としていためであります。 
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（3）についても会社情報関係事項照会書に記載しているものを見落としていためであります。 

（1）から（3）について、代表取締役が担当しておりますが、業務多忙により会社情報関係

事項照会書の記載内容を見落としていたことが全ての原因であります。 

 

3．問題点 

  情報取扱責任者は当社が少数人員体制の為、他の部署に配属されており、当初から開示業務

には携っておりませんでした。この為、決算短信以外の開示については、全て代表取締役が一

人で担当しており、業務多忙時にはチェック機能が弱体化してしまうことによるものでありま

す。 

 

4．改善策 

  決算短信以外の開示について、本日より情報取扱責任者である取締役を開示業務の担当とし

て兼務させ、本来の体制である代表取締役との 2 名体制といたします。 

これによりチェック機能が回復し、上記のような事象を回避できるものと考えております。 

 

5．現在まで未開示であった事項の開示 

（1）連結範囲の訂正及びのれん計上の取り消し 

 当社は、平成 21 年 7 月頃よりＩ元代表取締役よりレッドホース株式会社の子会社買収につい

て検討している旨の説明がなされ、キャッシュフロー及び損益計算書も黒字であり、当社の事業

の多角化の一環として平成 21 年 7 月 24 日開催の取締役会（出席者：Ｍ元専務取締役、Ｔ元取

締役、Ｈ監査役）によりレッドホースアセットマネジメント株式会社を子会社することを決議し、

平成 21 年 8 月 5 日にインシグノパートナーズ株式会社（以下、ISP 社という。旧：レッドホー

スアセットマネジメント株式会社）株式を取得し 100％子会社化いたしました。 

 取締役会には外部の第三者機関である公認会計士による ISP 社の株価算定書が提出され、こ

れを根拠に決議がなされました。その理由として当社の投資スタンスは、事業の将来価値及び継

続性に基づき、現在の事業シナジーを重視し、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法を用い

て事業価値を算出するという観点からです。   

また ISP 社の子会社等を含んだ財務デューデリジェンスは行われませんでした。 

これにより平成 22 年３月期第 2 四半期より連結子会社としておりますが、平成 22 年３月期

決算より連結対象としていた ISP 社の子会社 4 社が、連結対象とすべき子会社であったことが

判明したため、平成 22 年３月期第 2 四半期の連結財務諸表に取り込むことといたしました。（子

会社の概要は下記を参照）   

当時、ISP 社に子会社 4 社が存在していることは、当社は認識しており ISP 社の株式取得時

に、取得先の決算状況を確認したところ、ISP 社と ISP 社の子会社 4 社を連結対象にしておら

ず、当社もこれに準じて連結対象外としていましたが、監査法人ハイビスカスより指摘を受け平

成 22 年 3 月期決算より連結対象としました。これにより株式取得価額と時価との差額 114 百万
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円を平成 22 年 3 月期第 2 四半期にのれんとして計上を行いましたが、ISP 社の子会社 4 社を連

結に取り込むことにより、ISP 社は債務超過に陥ること及び各社の収益力では、債務超過を解消

する迄には相当な時間を要する為、連結財務諸表上のれんの計上を取り消し、単体では全額子会

社株式評価損として計上いたします。さらに平成 22 年 3 月期決算に ISP 社の子会社の内、株式

会社エイムオーエス社宅ファンド及びエイムオーエス社宅ファンド特定目的会社社において、連

結時既に発生していた販売用不動産評価損 178 百万円をのれんとして計上いたしましたが、平

成 22 年 3 月期第 2 四半期に特別損失として計上いたします。 

 

 ■ISP 社の子会社概要 

商 号 
一般社団法人ﾘｰﾊﾟｯ

ｸ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ 

ｴｲﾑｵｰｴｽ社宅ﾌｧﾝﾄﾞ特

定目的会社 

株式会社ｴｲﾑｵｰｴｽ社

宅ﾌｧﾝﾄﾞ 

株式会社ﾘｰﾊﾟｯｸ・ｾｶﾝ

ﾄﾞﾌｧﾝﾄﾞ 

設立年月日 平成 17 年 2 月 21 日 平成 19 年 6 月 13 日 平成 18 年 8 月 11 日 平成 18 年 8 月 11 日

資 本 の 額 
 特定資本金 10 万円

優先資本金 2 億円
100 万円 100 万円

目 的 

不動産証券化事業の

発展を図る 

資産流動化計画に従

った特定資産の譲受

け並びにその管理及

び処分に係る業務 

不動産の保有、利用

及び売買、不動産の

賃貸 

不動産の保有、利用

及び売買、不動産の

売買 

役 員 
代表理事 小野沢隆 取締役 小野沢隆 

監査役 小薗一也 

代表取締役 

小野沢隆 

代表取締役 

飯島紳 

注）子会社概要は、平成 21 年 8 月現在のものである。 

 

■ISP 社会社概要会社概要 

商 号 
インシグノパートナーズ㈱ 

（旧：ﾚｯﾄﾞﾎｰｽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱） 

設立年月日 平成 11 年 8 月 27 日 

資 本 の 額 9,900 万円 

目 的 

不動産特定共同事業法に基づく事業 

商業施設、不動産の証券化 

不動産の売買、仲介、斡旋、賃貸及び管理 

役 員 代表取締役 飯島紳 

純 資 産 38,815 千円 

総 資 産 346,693 千円 

注）会社概要は、平成 21 年 8 月現在のものである。 

 

（2）売掛金計上の取り消し 
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当社は、平成 22 年３月期決算において、レッドホースホールディングスを相手先として、特

定された北海道の中規模不動産の売買及び管理などの販売活動から現地案内や契約業務、物件の

メンテナンスや管理などに関する一切の業務を請負ました。それに伴い請負った役務内容を段階

的に区分し役務ごとの対価として売上を計上できるコンサルティング契約を締結し、実行済みの

役務までのコンサルフィーとして売掛金 126 百万円を計上いたしました。 

当該取引は本来、買付証明があることにより、平成 22 年 6 月から 8 月には不動産の売買契約

が締結に至ると判断し監査法人ハイビスカスと協議の上、売掛金計上しておりましたが、中国と

のクロスボーダー取引のため円高による相手方の決裁の延期及び同年 9 月の尖閣諸島問題など

の理由により交渉が一時中断し、その後交渉を再開しましたが、その 中に東日本大震災並びに

原発事故の影響により日本における不動産取得に不安が生じ、現在まで契約締結には至っておら

ず、社内調査委員会では売買契約に至っていない理由から売上計上を取り消すべきと判断いたし

ましたので、平成 22 年３月期決算において計上していた売掛金 126 百万円を取り消すこととい

たしました。 

 また、売掛金計上の根拠とした当該物件については本日現在まで売却には至っておらず、平成

23 年 10 月 19 日付でレッドホースホールディングスとは、コンサルティング契約を合意解除し

ております。 

 

（3）非上場会社社債券（営業投資有価証券）の評価損の計上 

 当社は、平成 21 年 7 月 16 日にスワンズ株式会社（以下、スワンズ社という）第 1 回無担保

普通社債 80百万円（当初償還期限平成 22年 7月 15日）、平成 21年 7月 27日にSURE CAPITAL 

INVESTMENT LIMITED（以下、SURE CAPITAL 社という）第 1 回無担保普通社債 50 百

万円（当初償還期限平成 22 年 7 月 26 日）、平成 21 年 9 月 18 日に SURE CAPITAL 社第２回

無担保普通社債 300 百万円（当初償還期限平成 22 年 9 月 17 日）を引き受け、平成 22 年 3 月

期第 2 四半期にそれぞれ営業投資有価証券として計上しています。  

その後、スワンズ社の社債については、償還期限までの償還が行われなかったことから、当社

とスワンズ社の間で協議を行い、返済計画の再提出を受け金銭消費貸借契約への巻きなおしする

ことにて話が進められており、一旦は合意に至りました。よって、金銭消費貸借契約書締結を前

提に貸付金に振替を行いましたが、連帯保証人等の条件面で双方に乖離が生じたため金銭消費貸

借契約書締結には至りませんでした。そういった経緯を踏まえ、平成 23 年 3 月期第 1 四半期に

元本 80 百万円及び社債利息（未収利息として計上）3.2 百万円の 50％について貸倒引当金を計

上し、平成 23 年 3 月期には償還期限が過ぎ具体的な返済計画案の提示もないことから、回収自

体が困難と判断し、残 50％について貸倒引当金を計上しております。 

また、SURE CAPITAL 社の社債については、平成 22 年 8 月 26 日に、元本及び未収利息の

一部として 168,400,000 円の入金があり、残額については平成 23 年 3 月 31 日までに全額支払

う旨を平成 22 年 9 月 17 日に合意書を取り交わすも、平成 23 年 3 月 31 日までに履行されず回

収自体が困難と判断したため、平成 23 年 3 月期において、営業投資有価証券評価損として、215
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百万円を減損処理しております。 

スワンズ社債は、スワンズ社の株券担保を差し入れさせているものの、未上場株式により換金

性がなく、直前期における決算は 2 期連続赤字を計上していることからスワンズ社は財務的に

も脆弱であり、 初に到来する利払い期日において契約どおりの利払いが履行されなかった時点

で回収不能であると判断すべきでありました。 

さらにスワンズ社の社債については、スワンズ社と貸付金とする旨の承諾を口頭で受け、元Ｔ

取締役が経理担当者に指示を行い貸付金への振替をおこなっておりましたが、この前提となる貸

付金への契約変更が上記の理由により行われていなかったことが判明しました。 

当社においても両社債の会計処理には、誤りがあることを認識し訂正が必要であると判断しま

したので、スワンズ社については貸付金から営業投資有価証券に計上しなおしたうえで、両社債

について回収額を除く全額を平成 22 年 3 月期決算において減損処理することとしました。 

 今後の両社債の回収見通しとして、SURE CAPITAL 社は平成 22 年 8 月 26 日以降の入金は

ありませんが、平成 23 年 9 月 17 日付で総額 220 百万円の和解書を締結しており不履行の懸念

は極小化されたと考えております。またスワンズ社につきましては、平成 23 年 9 月から平成 24

年 12 月までに計４回 200 万円の入金があり、今後も継続して支払うことを確認しております。  

両社債の返済が滞る状況になった場合は、顧問弁護士と相談の上、法的処置を含めて早期の回

収がなされるよう管理してまいります。 

 

（4）投資組合の会計処理について 

 当社は、投資事業有限責任組合への出資を行っておりますが、これは「金融商品会計基準」に

従い、組合の構成資産である金融資産を金融商品会計基準に従って評価したうえで、組合の営業

により獲得した損益の持分相当額を有限責任の範囲で損益として計上し、組合の保有するその他

有価証券の評価差額金に対する持分相当額を、その他有価証券評価差額金に計上することとなっ

ておりますが、東京第一監査法人より、過年度より投資事業有限責任組合の取引残高報告書の損

益累計額の数値の拾い間違い、及び税効果会計の適用の誤りにより、会計処理の誤りを指摘され

ました。当社においても誤りがあることを認識し、訂正が必要であると判断しましたので、投資

事業組合の会計処理の修正を行うこととしました。 

 なお、投資事業組合別の数値差異及び決算年度の影響額は平成 24 年 1 月 25 日付「過年度決

算訂正に関するお知らせ」で公表の別紙①をご参照ください。 

 

6．社内委員会設置の経緯及び調査の目的 

（1）調査委員会設置に至る経緯 

 当社は、平成 23 年 11 月 14 日公表「平成 24 年 3 月期第 2 四半期連結財務諸表に対する四半

期レビュー報告書の結論不表明に関するお知らせ」のとおり、平成 23 年 3 月期有価証券報告書

及び平成 24 年 3 月期第 1 四半期報告書並びに平成 24 年 3 月期第 2 四半期報告書について監査

法人より結論不表明の監査報告書及び四半期レビュー報告書を受領いたしております。 
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 これらの原因といたしまして、上記の（1）～（4）の指摘事項につき過年度より継続して誤

った会計処理を採用していたことが判明しました。そのため当社では当該会計処理を解明するた

めに、専門的かつ客観的な見地から、発生事実の正確な把握、訂正の恐れがある会計処理の調査

分析を行うため、社内及び社外から構成される調査委員会を平成 23 年 12 月 5 日に代表取締役

社長 阿部顕仁が設置しました。 

 

（2）委員会の構成 

委 員 長  代表取締役      阿部 顕仁 

副委員長 取締役        山本 敬重 

委 員 経理課長       多田 知也 

委 員 経理主任       監物 純子 

外部委員 公認会計士      松尾 大介 

 

（3）当委員会の任務 

 ①当委員会の任務は、本件に関して、関係資料の分析及び関係当事者からのヒアリング等を行

うことにより、本件の事実解明を行い、その動機や背景を調査しガバナンス上の問題点を究

明するものである。 

 ②関係当事者の責任の有無や社内処分の当否は当委員会の任務とはされない。 

 

（4）調査対象 

  東京第一監査法人が指摘している事項 

 

（5）調査実施方法 

  当委員会による調査の実施方法は、以下のとおりである。 

  本件の関係当事者へのヒアリング（電話によるヒアリングを含む） 

① 実施期間―平成 23 年 12 月 5 日～平成 23 年 12 月 28 日 

一部、 ヒアリングについては１月 23 日に実施したものを含む。 

② 対象者―元代表取締役 1 名、取締役 2 名 

③ 各事象の関係者の関与状況 

 全ての事象につきましては、関係書類の確認及び関係者のヒアリングの結果、会計処理

については、意図的に財務諸表を改竄するなどの行為自体はなく、不正な行為は一切認め

られませんでした。しかし当社の会計処理の判断に際しましては、元取締役のＴ及びＨが

元代表取締役のＩに相談し、I 元代表取締役が 終判断を行っていたという構図が明らかに

なりました。 

  

7．今回の事態を踏まえ、下記の再発防止策及び法令遵守体制整備してまいります。 
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① ガバナンス体制 

1） 執行と監督の明確な分離、取締役会の権限・機能強化 

 （決裁者、申請者、常勤監査役と明確な決裁分担を行う、取締役の過半数を独立性の高 

い社外取締役で構成） 

2） 監査役による監査の実施 

 （常勤監査役による監査範囲の拡充について内容の検討を実行する） 

3） 監査役と会計監査人及び内部統制監査室との連携 

 （会計監査人によるレビューに対し監査役及び内部監査室が検証を行う） 

4） 職務権限の見直し 

 （部課長に権限を持たせ、取締役の決済のみに偏重しない権限体制の確立） 

 

② 内部統制システム 

1） 適切な社内牽制機能を発揮しうるコーポレート部門の強化 

（人員の増強及び外部セミナーの参加） 

2） 適切な意思決定をサポートするプロセスの改善 

（決裁規程・稟議・ルールの見直し） 

3） 内部監査の充実 

（内部統制監査室による決算数値の検証、常勤監査役と監査室による定例のミーティ 

ングの実施） 

 

③ コンプライアンス 

1） コンプライアンス委員会の定期的開催の実施 

2） 役員及び全社員に対し内部統制監査室によるコンプライアンス研修を実施し、不適切

及び誤謬による会計処理が重大な法令違反となり得ることを周知徹底します。 

3） 取締役のコンプライアンスに対する意識改革 

（外部セミナーへの参加） 

4） 内部通報制度の充実 

（従業員及び役員が利用しやすい制度へ運用変更を検討） 

 

④ モニタリングの強化 

1） グループ全体の業務プロセスを全体的に見直し、グループ全体の事業に関するリスク

を分析し、リスクが高く異常性のある取引を把握するための内部統制機能を構築いた

します。 

2） 数値分析 

親会社・孫会社での異常数値が把握できるよう、会計数値に関する分析、異常値のモ

ニタリングを行います。 
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⑤ スケジュール 

   当社は、現在、過年度の決算訂正作業中であり、コーポレート部門の人員を全て投下して

取り組んでおります。限られた人員により上記の取り組みスケジュールにつきましては、訂

正作業の完了後に東京第一監査法人及び社外監査役による協力のもと、指摘事項を検証しな

がら、作り上げていくべきものであると考えており、さらに上記のような事象を踏まえ、人

事についても来期の計画に沿った配置を検討せざるを得ない状況にあります。このため人事

が固まる 4 月 1 日より運用を開始いたします。 

 

8．事業の現状、今後の展開について 

  平成 23 年 8 月 31 日付「事業の現状、今後展開等について」の公表について、現在の進捗

及び現状についてご報告いたします。 

 

（1） 事業の現状 

  当社の不動産事業、投資事業、地域活性化事業の３つの事業についての進捗状況 

 

 ①不動産事業 

  平成 23 年７月に地元の戸建住宅販売会社とアライアンスを組み、札幌市白石区菊水に約

300 坪の土地を購入し、その一部であるアパート用の土地は既に売却済みで、小規模でありま

すが６棟の戸建分譲販売に進出いたしました。 

 ②投融資事業 

  当社の計画に見合う案件が無かったため、新たな投資は行いませんでした。 

 ③地域活性化事業 

  平成 23 年 11 月に中国人向けのサイトをオープンし、現在、狸小路商店街に注力した口コ

ミＷＥＢサイトを展開しております。 

  課金等のビジネスモデルについては、現在構築中であります。 

 

 ※なお、当社は現在過年度決算の訂正中であり、平成 24 年 3 月期第 3 四半期決算につきまし

ては、平成 24 年 2 月 14 日に公表する予定であります。 

 

 

 

以上 


